
18.5億円
性質別歳出 歳 入

18.5億円

  基金・村債の状況 
　   （２９年度末見込額）

◆基 金（貯金）

　１５億７,４０７万円 

　（前年度比1億3,774万円減）

　うち財政調整基金

　１３億２,０１２万円

◆村 債（借金）

　１９億１,１１１万円

　特別会計を含む

　（前年度比4,877万円減）

一般会計予算の状況

単位：千円単位：千円

地方譲与税等
21,000
　1.1%

国庫支出金
95,151　5.1%

村債
80,000
　4.3%

その他
124,684
  6.7%

村税
241,485
13.1%

地方交付税
1,050,000
　56.8%

県支出金
86,875
 4.7%

繰入金
150,805
8.2%

維持補修費
13,914　0.8%

扶助費
150,141  8.0%

繰出金
245,611
  13.3%

その他
14,365
 0.8%

人件費
421,329
 22.8%

物件費
440,354
 23.8%

補助費等
303,784
 16.4%

公債費
125,663
  6.8%

普通建設事業費
216,380
12.2%

普通建設事業費
134,839
7.3%

　　　　平成２９年度の主要事業（抜粋）
◆子 育 て 支 援　　・乳児（０歳児）保育（受入れ整備および受入れ）事業…………６４３万円

◆保 健 事 業 の 充 実　　・埼玉県コバトン健康マイレージによる健康増進事業………………２４万円

　　　　　　　　　　　・早期不妊検査・治療に係る費用助成事業……………………………３０万円

◆「細川紙」の普及　　・ユネスコ３紙（細川紙・美濃紙・石州半紙）連携事業…………２７４万円

　　　　　　　　　　　・細川紙・大河原和紙技術者研修生支援事業………………………９８９万円

◆道 路 網 の 整 備　　・各村道等修繕・舗装工事費………………………………………１５６４万円

◆国　土　調　査　　・地籍調査事業（昨年度より継続）………………………………３５７８万円

◆そ 　　の　　 他　　・道の駅「和紙の里ひがしちちぶ」整備事業………………………６５４万円

　　　　　　　　　　　・「細川紙」ユネスコ登録周年イベント……………………………１５０万円

　～東秩父村立小中学校
   　　教育の振興を図ります～
　平成２８年４月に福島久仁子様（坂本）より東秩父村立小
中学校教育の振興のためご寄付いただいた１,３００万円につ
きまして、平成２９年度より活用させていただくことになり
ました。活用例は以下のとおりです。

・小中学校の教材等の購入
・小中学校の授業に活用するパソコンの購入

　その他にも随時活用させていただきますので、購入内容を
広報誌にて紹介させていただきます。

国 民 健 康 保 険

介 　 護 　 保 　 険

合併処理浄化槽事業

後 期 高 齢 者 医 療

簡 易 水 道 事 業

　　　　計

平成29年度

1 ,850 , 000

500 , 000

461 , 900

49 , 300

34 , 000

109 , 000

1 , 154 , 200

3 , 004 , 200

平成28年度

2 ,100 , 000

500 , 000

472 , 500

49 , 000

34 , 000

86 , 400

1 , 141 , 900

3 , 241 , 900

増　減　額

△250 ,000

0

△10 ,600

300

0

22 , 600

12 , 300

△237 , 700

伸 び 率

△11 . 9

0 . 0

△2 . 2

0 . 6

0 . 0

2 6 . 2

1 . 1

△7 . 3 3

会 計 別 予 算 額

（単位：千円、％）

特　

別　

会　

計

会　　　計　　　名

一 　 般 　 会 　 計

予 　 算 　 総 　 額

平
成
29
年
度
一
般
会
計
予
算

　
  　

18
億
５
０
０
０
万
円
で
編
成

歳　
　

入

歳　
　

出

主
要
事
業

特
別
会
計

　

歳
入
は
、
税
収
な
ど
の
「
自
主
財

源
」
と
国
や
県
に
頼
っ
た
「
依
存
財

源
」
の
大
き
く
２
つ
に
分
け
ら
れ
ま

す
。
「
自
主
財
源
」
が
多
い
ほ
ど
、

村
独
自
の
サ
ー
ビ
ス
、
将
来
に
向
け

て
積
立
を
行
う
な
ど
行
政
の
自
主
性

と
安
定
性
が
確
保
さ
れ
ま
す
。

　

東
秩
父
村
は
、
「
自
主
財
源
」
が

全
体
の
25
％
で
、
依
然
と
し
て
財
源

の
多
く
を
「
依
存
財
源
」
が
占
め
て

い
る
状
況
で
す
。

　

一
般
会
計
予
算
に
お
け
る
歳
入
は
、

昨
年
度
と
比
較
し
て
、
個
人
住
民
税

や
固
定
資
産
税
な
ど
の
村
税
は
２
０

０
万
円
増
額
し
２
億
４
１
４
９
万
円

と
な
り
、
ま
た
、
村
の
骨
格
で
あ
る

地
方
交
付
税
は
３
７
０
０
万
円
の
増

額
と
な
り
10
億
５
０
０
０
万
円
を
見

込
み
ま
し
た
（
歳
入
総
額
の
56
・
８

％
）
。

　

ま
た
、財
源
不
足
を
補
う
た
め
、村

　

平
成
29
年
度
当
初
予
算
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
昨
年
は
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
和
紙
の
里
ハ
ブ
化
構
想

等
で
多
額
の
予
算
編
成
と
な
り
ま
し
た
が
、
本
年
度
の
一
般
会
計
予
算
は
総
額
18
・
５
億
円
と
な
り
、
前
年
度
比
２

億
５
０
０
０
万
円
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

本
年
度
予
算
は
、
「
東
秩
父
村
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
に
基
づ
い
た
「
細
川
紙
」
技
術
者
育
成
、

和
紙
に
よ
る
交
流
拡
大
、
結
婚
・
出
産
・
子
育
て
事
業
に
重
点
を
置
い
た
予
算
と
な
っ
て
お
り
、
ま
た
、
「
過
疎
地

域
自
立
促
進
」
と
し
て
、
産
業
の
振
興
、
児
童
・
高
齢
者
の
福
祉
お
よ
び
医
療
の
充
実
な
ど
、
村
民
の
生
活
の
利
便

性
や
充
実
を
図
る
目
的
と
な
っ
て
い
ま
す
。

債
８
０
０
０
万
円
の
借
入
と
、
財
政

調
整
基
金
等
か
ら
１
億
５
０
８
０
万

円
を
繰
り
入
れ
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

歳
出
は
、
和
紙
の
里
ハ
ブ
化
が
終

了
し
、
普
通
建
設
事
業
費
等
が
減
額

と
な
っ
た
も
の
の
、
人
件
費
、
物
件

費
、
補
助
費
等
で
増
額
と
な
り
ま
し

た
。

　

性
質
別
歳
出
は
「
義
務
的
経
費
」

と
「
投
資
的
経
費
」
、
「
そ
の
他
の

経
費
」
に
分
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

「
義
務
的
経
費
」
は
人
件
費
、
扶

助
費
、
公
債
費
で
構
成
さ
れ
、
支
出

が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
経
費
で
、

前
年
度
と
比
較
し
て
３
４
６
７
万
円

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

「
投
資
的
経
費
」
は
、
道
路
や
公

共
施
設
の
建
設
な
ど
行
政
水
準
の
向

上
に
か
か
る
経
費
で
、
普
通
建
設
事

業
費
、
災
害
復
旧
事
業
費
か
ら
構
成

さ
れ
ま
す
。
今
年
度
の
投
資
的
経
費

は
１
億
３
４
８
４
万
円
で
、
前
年
度

と
比
較
し
て
３
億
７
０
３
２
万
円
減

額
し
ま
し
た
。

　

平
成
29
年
度
は
、
先
に
も
述
べ
た

「
東
秩
父
村
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
総
合
戦
略
」
の
事
業
展
開
が
主

だ
っ
た
柱
と
な
っ
て
い
ま
す
。
細
川

紙
の
手
す
き
和
紙
技
術
を
未
来
・
後

世
に
繋
い
で
い
く
た
め
、
後
継
者
育

成
事
業
に
力
を
注
ぎ
ま
す
。
そ
こ
か

ら
、
定
住
促
進
、
「
防
災
・
医
療
・

雇
用
対
策
・
学
校
や
地
域
」
を
新
し

い
時
代
の
要
望
に
応
え
る
事
業
へ
と

展
開
し
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、
「
過
疎
地
域
自
立
促
進
」

と
し
て
、
人
口
の
著
し
い
減
少
に
よ

り
地
域
社
会
に
お
け
る
活
力
が
低
下

し
、
生
産
機
能
、
生
活
環
境
の
整
備

等
が
低
下
し
て
い
る
地
域
に
つ
い
て
、

自
立
促
進
を
図
り
、
住
民
福
祉
の
向

上
、
雇
用
の
増
大
等
を
目
的
と
し
て

い
ま
す
。
本
村
が
有
す
る
地
域
資
源

を
最
大
限
活
用
し
て
地
域
の
自
給
力

を
高
め
る
と
と
も
に
、
住
民
が
誇
り

と
愛
着
を
持
ち
活
力
に
満
ち
た
地
域

社
会
を
実
現
す
る
村
政
を
執
行
し
ま

す
。

　

村
で
は
、
一
般
会
計
と
は
別
に
、

特
定
の
事
業
を
行
う
場
合
に
、
そ
こ

か
ら
発
生
す
る
特
定
の
収
入
を
支
出

に
充
て
て
独
立
し
て
や
り
く
り
す
る

特
別
会
計
が
あ
り
ま
す
。
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計
や
簡
易
水
道
事
業
特

別
会
計
な
ど
５
つ
の
特
別
会
計
の
予

算
総
額
は
11
億
５
４
２
０
万
円
で
、

前
年
度
と
比
較
し
て
１
２
３
０
万
円

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。


